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資料１ 



平成２５年４月２日 日本経済再生本部における総理指示（抜粋） 

 第４回・第５回産業競争力会議での議論を踏まえ、関係大臣におかれては、当面の政策課題として、
以下の事項について対応されたい。  
 
 
（雇用・少子化対策） 
○厚生労働大臣は、雇用制度改革について、以下の政策課題について対応すること。 
 
  ●成熟産業から成長産業へ「失業なき円滑な労働移動」を図る。このため、雇用支援策 
   に関して、行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策シフトを具体化すること。 
 
  ●ハローワークの有する情報を民間に開放し、各種就業支援施策の実施を民間に委任す 
   る等民間人材紹介サービスを最大限活用するための方策を具体化すること。 
 
  ●多様な働き方を実現するため、正社員と非正規社員といった両極端な働き方のモデルを 
    見直し、職種や労働時間等を限定した「多様な正社員」のモデルを確立するための施策 
   を具体化すること。 
 
  ●少子化対策、女性の活躍推進の観点から、民間企業を含む多様な主体による大小様々 
   な形態での保育事業の拡大を促進した自治体の成功事例を参考に、現在の取組や計 
   画と比べて、待機児童解消策を抜本的に強化、加速化するための方策を具体化する 

   こと。 
2 



「二極化」した働き方から「多元的」な働き方へのシフト 

■職務に着目した「多様な正社員」モデルの普及・促進 

企業による「多元的で安心できる働き方」の導入促進に向けた環境整備 

■ 職務における職業能力
の「見える化」促進 
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■派遣労働者のキャリア形成支援のモデル的な取組の普及・促進 
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職務型の働き方 
職務限定正社員 など 
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・人事評価基準  等 
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※平成25年4月23日 
  第7回産業競争力会議 
  厚生労働省提出資料（抄） 
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参考：無期転換の具体例（三越伊勢丹）① 

※厚生労働省第２回「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会」西久保委員提出資料より 4 



参考：無期転換の具体例（三越伊勢丹）② 

※厚生労働省第２回「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会」西久保委員提出資料より 
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１ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換 

○ 有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合（※１）は、労働者の申込みにより、 
 無期労働契約（※２）に転換させる仕組みを導入する。 
 

 （※１） 原則として、６か月以上の空白期間(クーリング期間)があるときは、前の契約期間を通算しない。 
 （※２） 別段の定めがない限り、申込時点の有期労働契約と同一の労働条件。 
  

 ２  有期労働契約の更新等（「雇止め法理」の法定化） 

○ 雇止め法理(判例法理) を制定法化する。 （※） 
  

 （※） 有期労働契約の反復更新により無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在している場合、または 
    有期労働契約の期間満了後の雇用継続につき、合理的期待が認められる場合には、雇止めが客観的に合理的な 
    理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、有期労働契約が更新（締結）されたとみなす。  

３ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止 

○ 有期契約労働者の労働条件が、期間の定めがあることにより無期契約労働者の 
 労働条件と相違する場合、その相違は、職務の内容や配置の変更の範囲等を考慮して、  
 不合理と認められるものであってはならないと規定する。 

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号）の概要 

  有期労働契約を長期にわたり反復更新した場合に無期労働契約に転換させることなどを 
  法定することにより、労働者が安心して働き続けることが可能な社会の実現を図る。 

施行期日：２については平成２４年８月１０日（公布日）。１、３については平成２５年４月１日。 
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